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１．事業の概要
（１）事業の目的と計画の概要

小田原市
二宮町 大磯町

大磯（葛川東側）工区
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漁
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事業区間 約13ｋｍ
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相模湾に位置する西湘海岸は、海底谷が迫っている急峻な海底地形となっている。

沖合への土砂損失により海岸侵食が進行するとともに、平成19年には高波の襲来によ

り、西湘バイパスの被災に伴う交通遮断が生じ、周辺地域への甚大な被害が生じた。

海岸保全施設が国土保全上特に重要なものであるため、国土交通大臣が防護・環境・

利用の調和のとれた直轄海岸保全施設整備事業を実施している。

平常時の漂砂の移動を妨げず
、高波浪時に前浜を構成する土
砂の移動を制御する形状。

【事業箇所】

神奈川県小田原市、二宮町、大磯町

【事業内容（海岸保全施設整備）】

・岩盤型潜水突堤 6基

・洗掘防護施設 約2ｋｍ

・沿岸漂砂礫流失抑制施設 約１ｋｍ

・養浜 約36万ｍ3

【全体事業費】

181億円

【事業期間】

H26～H43

西湘二宮IC

二宮漁港

＋砂礫養浜



被災後
平成19年9月10日撮影

被災前
平成19年9月4日撮影 2

１．事業の概要
年月 起因 被災状況

【S57災害】
S57.9.12-13

台風１８号
砂浜侵食

護岸等が被災

【H19災害】
H19.9.6-7

台風９号
大規模な砂浜侵食

護岸・擁壁倒壊

【H23災害】
H23.9.21-22

台風１５号
砂浜侵食

護岸等が被災

【H29災害】
H29.10.22-24

台風２１号
砂浜侵食

護岸等が被災

平成19年9月10日撮影

（１）事業の目的と計画の概要
西湘海岸は、過去に度々災害に見舞われており、特に平成19年および平

成29年の護岸の被災に伴う西湘バイパスの通行止めが長期間発生し、甚大

な被害が発生した。

※横浜国道事務所及びNEXCO中日本の資料を基に作成



近年、社会情勢等に大きな変化は見られない。
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２．事業の進捗状況と見込み等
（１）事業の進捗状況

着工箇所

岩盤型潜水突堤
（イメージ）

（２）社会情勢等の変化 施工済箇所

根固めブロック

現時点においては、現地海岸の測量調査、効果的な施設整備計画や施設設計等の調査検討の他、最初に整備す

る岩盤型潜水突堤のための工事用道路工事に着工している。

相模湾沿岸海岸保全基本計画を踏まえ、

最低限30m以上の幅と適度な勾配をも

つ砂浜にすることで、防災機能を最大限

に発揮する。



■総便益（B）

海岸事業に関わる便益は、「海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）、平成16年6月」に

基づき、侵食防止に伴う、土地保全効果、資産等の保全効果、交通遮断防止効果を計上

した。

■総費用（C）

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。
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○ 基準年 ：平成２５年

○ 分析対象期間 ：事業完了後の５０年間（平成４３年に事業完成）

○ 事業費 ：１８０．６億円

○ 総便益（Ｂ） ：２４１．５億円

○ 総費用（Ｃ） ：１２０．１億円

○ 費用便益比（Ｂ／Ｃ）：２．０

（１）費用便益分析

３．事業の投資効果



項目 設定

便益（Ｂ）

想定侵食区域内の土地価額 ６３．３億円

想定侵食区域内の一般資産の被害額 １３．３億円

公共土木施設被害 ６８．３億円

交通遮断防止効果
（西湘バイパスの交通遮断に伴う、走行時間の増加、走行
経費の増加、交通事故の増加の便益）

９６．６億円

残存価値 ０．０１億円

総便益Ｂ ２４１．５億円

費用（Ｃ）

事業費 １１９．０億円

維持管理費 １．１億円

総費用Ｃ １２０．１億円

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ２．０

総便益(B) ： 評価時点を現在価値化の基準点とし、海岸保全施設の整備期
間と海岸保全施設の完成から50年間まで評価対象期間にして、
年平均被害軽減期待額を割引率を用いて現在価値化したもの
の総和

残存価値 ： 将来において施設が有している価値
総費用(C) ： 評価時点を現在価値化の基準点とし、海岸保全施設の整備期

間と海岸保全施設の完成から50年間までを評価対象期間にし
て、建設費と維持管理費を割引率を用いて現在価値化したもの
の総和

事業費 ： 西湘海岸の海岸保全施設の整備の完成に要する費用

維持管理費： 西湘海岸の施設の維持管理に要する費用
割引率 ： ｢社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指

針｣により4.0%とする

※評価基準年： 平成25年
※評価対象事業： 全体事業(平成43年完了予定)
※四捨五入の関係で数値が一致しない場合がある

5

（１）費用便益分析

３．事業の投資効果
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３．事業の投資効果
（１）費用便益分析

平成30年度 事　業　名： 西湘海岸直轄海岸保全施設整備事業

担当課長名：

チェック欄

■

■

■

■

■

　　 ■

前回評価で費用対効果分析を実施している ■

・事業目的に変更がない

前回評価で費用対分析を実施している

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない
判断根拠例[地元情勢等の変化がない]

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい
判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％
以上]
または、前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上
回っている。

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

外的要因

４．事業展開の変化

判断根拠例[事業期間の延長が１０％※以内]
事業期間の変更がない。

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

費用便益分析実施判定票

２．需要量等の変更がない

判断根拠例[需要量等の減少が１０％※以内]

３．事業費の変化

判断根拠例[事 業 費の増加が１０％※以内]

判　定

内的要因＜費用便益分析関係＞
※ただし、有識者等の意見に基づいて、感度分析の変動幅が別に設定されている場合には、その値を使用することができる。
注）なお、下記2.～4.について、各項目が目安の範囲内であっても、複数の要因の変化によって、基準値を下回ることが想定される場合には、費用対効果分析を実施する。

事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大きい

判断根拠例[直近３カ年の事業費の平均に対する分析費用１％以上]

直近３ヶ年平均事業費＝２５１百万円　　　　費用分析費＝１２百万円

１２／２５１＝０．０５（５％）

事業費の変更がない。

１．費用便益分析マニュアルの変更がない
判断根拠例[Ｂ／Ｃの算定方法に変更がない]

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合　　　　

年　度：

担当課：

判断根拠

地元情勢等の変化がない。

費用便益分析マニュアルの変更がない。
【海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）平成16年6月】

需要量の減少がない。

項　　目

※各事業において全ての項目に該当する場合には、費用対効果分析を実施しないことができる。

事業目的

事業目的に変更はない。

別添様式

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓



自然環境に配慮し、安全で安心して利用できる海岸を目指し、地域の住民と合意形成を図りながら砂浜の侵食対策
を進めることで地域と協働した海岸づくりを実施している。

地域住民による海岸清掃活動や漁業活動は現在も活発に実施されている。過去に催されていた海水浴やビーチマ
ラソン等の浜辺を利用した従来の海岸利用が可能となれば、地域振興、地域活性化に寄与し、地域の賑わいの復活
が期待される。

（２）事業の投資効果（費用便益分析以外）
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海水浴場 ビーチマラソン 事業効果（砂れき浜のイメージ）

現在の海岸

砂れき浜のイメージ

西湘二宮IC

西湘二宮IC

浜辺が戻ることにより、かつての賑わいが期待される。

３．事業の投資効果



養浜工において、酒匂川水系で発生した土砂を養浜材として利用する等、他事業との連

携によりコスト縮減（事業全体で５～７億円程度）に努める予定である。

また、道路事業で使用した消波ブロック等を再利用することで、コスト縮減に努める予定で

ある。

４．コスト縮減等
（１）コスト縮減の取り組み
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【浚渫土砂の養浜材への活用】 【道路事業の仮設工を共有（イメージ）】

大磯港二宮漁港

三保ダム

酒匂川

西湘海岸
海底谷

神奈川県による河道掘削

養浜

養浜材に利用
（購入よりも安価）



５．関連自治体等の意見
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・再評価における関係県の意見は以下のとおりです。

関係県 再評価における意見

神奈川県

全国でも有数の急峻な海底地形を持つ西湘海岸では、大規模
な海岸侵食が課題となっており、高度な技術の導入による対策
を図る必要がある。

地元からも一刻も早い砂浜の回復が求められており、引き続き
本事業を推進されたい。
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６．今後の対応方針（原案）
（１）事業の必要性等に関する視点（事業の投資効果）

（２）事業進捗の見込みの視点

（３）対応方針（原案）

①事業を巡る社会情勢等の変化
・岩盤型潜水突堤、洗掘防護施設、沿岸漂砂礫流出抑制施設の整備により、西湘海岸の砂浜
幅を少なくとも30m以上確保することが可能で、防災機能を発揮できます。

・平成１９年台風９号規模の波浪が発生しても、砂浜の防護機能を維持可能で、西湘バイパス
の被災等を抑制可能と考えられ、背後地の保全および西湘バイパスの通行止めに伴う交通
渋滞の緩和が期待されます。

②事業の投資効果

・現地海岸の測量調査、効果的な施設整備計画や施設設計等の調査検討を実施中。
・１番最初に整備する岩盤型潜水突堤のための工事用道路工事に着工中で、工事用道路が
完成次第、岩盤型潜水突堤の整備を順次進める。

・当該事業は、西湘海岸の背後にある家屋等の資産の保全、西湘バイパスの被災及びそれに
伴う交通遮断防止の観点から、事業の必要性・緊急性は高く、早期の完成に向けて引き続き
事業を継続することが妥当と考えます。

平成２５年度評価時 Ｂ／Ｃ Ｂ（億円） Ｃ（億円）

西湘海岸直轄海岸保全施設整備事業 ２．０ ２４１．５ １２０．１


